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備 考 要旨は，4,000字以内とする。 





















































各主体間のネットワークの生成が理解できるものの 2 つとした。 






























































備 考 要旨は，4,000字以内とする。 
は提案されているものの、政策過程に着目したものは少ない。また、介護予
防にかかわる連携は検討されてきたが、いずれも事例提示にとどまる。保健
や福祉、経済学などの分断された見地から検討されてきたからである。この
ような課題に対して保健学、経済学、政策学、社会学の分野を融合した横断
的な分析から、政策過程におけるどの段階にどのような連携が行われている
か、その効果を確認する方法を理論的枠組みのもとで提示した点において本
研究の意義がある。本研究において連携の生成と政策過程における主体間連
携の分析をねらいとして作成したフレームの有効性を、事例により確認し
た。 
次に実務上の貢献として、1 点目には運営が困難とされる介護予防事業の
分析方法を提示し、主体間連携における課題を整理したこと、介護予防事業
の運営に苦渋する自治体に対して、検討の視点を提示したことがあげられ
る。 
2 点目に政策形成として、これまで認識型問題として扱われていた高齢者
の医療福祉の問題を探索型問題として扱っている点があげられる。高齢化は
急速に進行しており、先手を打つ必要がある。それが予防重視の政策であり、
本研究が主題とした介護予防の考え方である。市町村がどのように取り組む
かにより、将来の高齢者問題が大きく変化する。 
さらに 3 点目として、これまで十分に検討されてこなかった健康維持分野
の主体間連携に関して分析の視点を提示したことは本研究の貢献である。健
康維持分野の連携では政策課題の設定によりサービス提供が異なってくる
ことから、政策過程の段階に応じた検討が重要であり、また自治体の特徴に
合わせた提供サービスの主体選択がなされるべきと考える。 
最後に本論文における研究上の課題として、研究対象を観察可能な事業と
範囲に限定したことから、得られた成果の適用範囲が限定的であることは否
みえない。また、制度の変遷が急速であることから政局の展開によっては成
果の適用可能性に限界が生まれる。さらに、対象とした地域以外への汎用性
の検討や、事業分野を越えた分野への活用も今後の研究課題としたい。 
 
